
議第４４号 

山形県職員定数条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

 

現   行 改 正 案 

（職員の定数）  （職員の定数） 

第２条 職員の定数は次に掲げるとおりとする。 第２条 職員の定数は次に掲げるとおりとする。 

 (１) 知事の事務

部局の職員 

一般会計 4,084   (１) 知事の事務

部局の職員 

一般会計 4,128  

 企業特別会計 165   企業特別会計 165  

 病院事業特別

会計 

2,004   病院事業特別

会計 

2,004  

 計 6,253   計 6,297  

 (２)～(４)  －略－ －略－   (２)～(４)  －略－ －略－  

 (５) 教育委員会の事務部局の職

員 

270   (５) 教育委員会の事務部局の職

員 

254  

 (６)～(８)  －略－ －略－   (６)～(８)  －略－ －略－  

 

 



議第４５号 

山形県部設置条例等の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

 

第１条（山形県部設置条例の一部を改正する条例） 

現   行 改 正 案 

第２条 県に次の部を置き、その分掌する事項は、

次のとおりとする。 

第２条 県に次の部を置き、その分掌する事項は、

次のとおりとする。 

(１)～(７) －略－ (１)～(７) －略－ 

(８) 観光文化スポーツ部 (８) 観光文化スポーツ部 

イ 観光に関する事項 イ 観光に関する事項 

ロ 文化振興に関する事項 ロ 文化振興に関する事項 

ハ 文化財の保護に関する事項 ハ 文化財の保護に関する事項 

ニ スポーツによる地域活性化に関する事項 ニ スポーツに関する事項（学校における体

育に関する事項を除く。）。 

 

第２条（山形県教育委員会の職務権限の特例に関する条例の一部を改正する条例） 

現   行 改 正 案 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和31年法律第162号。以下「法」という。）第23条

第１項の規定に基づき、次の各号に掲げる教育に

関する事務は、知事が管理し、及び執行すること

とする。 

地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭

和31年法律第162号。以下「法」という。）第23条

第１項の規定に基づき、次の各号に掲げる教育に

関する事務は、知事が管理し、及び執行すること

とする。 

(１) －略－  (１) －略－  

 (２) スポーツに関すること（学校における体

育に関することを除く。）。 

(２) 文化財の保護に関すること。  (３) 文化財の保護に関すること。 

 

附則第２項関係（山形県体育施設条例の一部を改正する条例） 

現   行 改 正 案 

（使用の許可） （使用の許可） 

第２条 体育施設の施設又は設備で別表に掲げる

もの（以下「施設等」という。）を使用しよう

とする者は、県教育委員会の許可を受けなけれ

ばならない。 

第２条 体育施設の施設又は設備で別表に掲げる

もの（以下「施設等」という。）を使用しよう

とする者は、知事の許可を受けなければならな

い。 

２ 県教育委員会は、前項の許可に体育施設の管

理上必要な条件を付することができる。 

２ 知事は、前項の許可に体育施設の管理上必要

な条件を付することができる。 

（使用の不許可） （使用の不許可） 

第３条 県教育委員会は、施設等の使用目的、使

用方法等が次の各号のいずれかに該当するとき

は、前条第１項の許可をしてはならない。 

第３条 知事は、施設等の使用目的、使用方法等

が次の各号のいずれかに該当するときは、前条

第１項の許可をしてはならない。 

(１)及び(２) －略－ (１)及び(２) －略－ 

（使用の許可の取消し等） （使用の許可の取消し等） 

第４条 県教育委員会は、第２条第１項の規定に

よる許可を受けた者（以下「使用者」という。）

第４条 知事は、第２条第１項の規定による許可

を受けた者（以下「使用者」という。）が次の



が次の各号のいずれかに該当するときは、当該

許可を取り消し、当該許可に付した条件を変更

し、又は施設等の使用の停止を命ずることがで

きる。 

各号のいずれかに該当するときは、当該許可を

取り消し、当該許可に付した条件を変更し、又

は施設等の使用の停止を命ずることができる。 

(１)～(３) －略－ (１)～(３) －略－ 

（損害賠償等） （損害賠償等） 

第５条 使用者は、体育施設の施設又は設備を汚

損し、若しくはき損し、又は滅失したときは、

県教育委員会の指示するところにより原状に回

復し、又は損害を賠償しなければならない。 

第５条 使用者は、体育施設の施設又は設備を汚

損し、若しくは毀損し、又は滅失したときは、

知事の指示するところにより原状に回復し、又

は損害を賠償しなければならない。 

（使用料の徴収等） （使用料の徴収等） 

第６条 県は、第８条の規定により法人その他の

団体であつて県教育委員会が指定するもの（以

下「指定管理者」という。）が体育施設の管理

を行う場合を除き、使用者から別表に定める額

の範囲内で知事が定める額の使用料を徴収す

る。 

第６条 県は、第８条の規定により法人その他の

団体であつて知事が指定するもの（以下「指定

管理者」という。）が体育施設の管理を行う場

合を除き、使用者から別表に定める額の範囲内

で知事が定める額の使用料を徴収する。 

２ －略－ ２ －略－ 

（指定管理者が行う管理の基準） （指定管理者が行う管理の基準） 

第９条 指定管理者は、次に掲げる基準に従い、

体育施設の管理を行うものとする。 

第９条 指定管理者は、次に掲げる基準に従い、

体育施設の管理を行うものとする。 

(１)及び(２) －略－ (１)及び(２) －略－ 

(３) その他体育施設の管理上県教育委員会が

必要と認める基準 

(３) その他体育施設の管理上知事が必要と認

める基準 

２ 指定管理者は、前項第２号の基準の範囲内で、

あらかじめ県教育委員会の承認を受けて体育施

設の休業日を定めるものとする。 

２ 指定管理者は、前項第２号の基準の範囲内で、

あらかじめ知事の承認を受けて体育施設の休業

日を定めるものとする。 

３ 県教育委員会は、前項の承認をしたときは、

速やかに当該承認をした休業日を公示するもの

とする。 

３ 知事は、前項の承認をしたときは、速やかに

当該承認をした休業日を公示するものとする。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、指定

管理者は、必要があると認めるときは、あらか

じめ県教育委員会の承認を受けて体育施設を臨

時に使用させ、又は使用させないことができる。 

４ 第１項及び第２項の規定にかかわらず、指定

管理者は、必要があると認めるときは、あらか

じめ知事の承認を受けて体育施設を臨時に使用

させ、又は使用させないことができる。 

（指定管理者が行う業務の範囲） （指定管理者が行う業務の範囲） 

第10条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

第10条 指定管理者は、次に掲げる業務を行うも

のとする。 

(１)～(４) －略－ (１)～(４) －略－ 

(５) 前各号に掲げるもののほか、体育施設の

管理に関し県教育委員会が必要と認める業務 

(５) 前各号に掲げるもののほか、体育施設の

管理に関し知事が必要と認める業務 

２ 第８条の規定により指定管理者が体育施設の

管理を行う場合における第２条から第５条まで

の規定の適用については、これらの規定中「県

教育委員会」とあるのは、「指定管理者」とす

る。 

２ 第８条の規定により指定管理者が体育施設の

管理を行う場合における第２条から第５条まで

の規定の適用については、これらの規定中「知

事」とあるのは、「指定管理者」とする。 



（委任） （委任） 

第13条 この条例の施行に関し、必要な事項は、

県教育委員会規則で定める。 

第13条 この条例の施行に関し、必要な事項は、

規則で定める。 

 

附則第３項関係（山形県スポーツ推進審議会条例の一部を改正する条例） 

現   行 改 正 案 

（所掌事務） （所掌事務） 

第２条 審議会は、教育委員会の諮問に応じ、ス

ポーツの推進に関する計画その他のスポーツの

推進に関する重要事項について調査審議する。 

第２条 審議会は、知事の諮問に応じ、スポーツ

の推進に関する計画その他のスポーツの推進に

関する重要事項について調査審議する。 

（委員） （委員） 

第４条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者

のうちから、教育委員会が任命する。 

第４条 委員及び臨時委員は、学識経験のある者

のうちから、知事が任命する。 

２及び３ －略－ ２及び３ －略－ 

 



 

山形県職員等の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（特殊勤務手当の種類） （特殊勤務手当の種類） 

第３条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとす

る。 

第３条 特殊勤務手当の種類は、次のとおりとす

る。 

(１)～(10) －略－ (１)～(10) －略－ 

(11) 有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員

の特殊勤務手当 

(11) 有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員

等の特殊勤務手当 

(12)～(17) －略－ (12)～(17) －略－ 

(18) 高所作業に従事する職員の特殊勤務手当 (18) 高所作業に従事する職員等の特殊勤務手

当 

(19) 農林大学校に勤務する職員の特殊勤務手

当 

(19) 東北農林専門職大学及び農林大学校に勤

務する職員等の特殊勤務手当 

(20) －略－ (20) －略－ 

(21) 公共土木施設等災害応急作業に従事する

職員の特殊勤務手当 

(21) 公共土木施設等災害応急作業に従事する

職員等の特殊勤務手当 

(22)～(28) －略－ (22)～(28) －略－ 

（精神保健及び精神障がい者福祉に関する業務

に従事する職員の特殊勤務手当） 

（精神保健及び精神障がい者福祉に関する業務

に従事する職員の特殊勤務手当） 

第６条の４ 精神保健及び精神障がい者福祉に関

する業務に従事する職員の特殊勤務手当は、健

康福祉部障がい福祉課、精神保健福祉センター

及び総合支庁に勤務する職員が、次の各号に掲

げる業務に従事した場合に支給する。 

第６条の４ 精神保健及び精神障がい者福祉に関

する業務に従事する職員の特殊勤務手当は、健

康福祉部障がい福祉課、精神保健福祉センター

及び総合支庁に勤務する職員が、次の各号に掲

げる業務に従事した場合に支給する。 

(１)～(４) －略－ (１)～(４) －略－ 

(５) 法第47条第１項の規定による相談及び指

導業務で人事委員会規則で定めるもの 

(５) 法第47条第１項の規定による相談及び援

助業務で人事委員会規則で定めるもの 

２ －略－ ２ －略－ 

（有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員の特

殊勤務手当） 

（有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員等の

特殊勤務手当） 

第７条 有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員

の特殊勤務手当は、消費生活センター、環境科

学研究センター、衛生研究所、工業技術センタ

ー、農林水産部農業技術環境課、農林大学校、

農業総合研究センター、水産研究所、内水面水

産研究所、森林研究研修センター及び総合支庁

に勤務する職員が、有毒ガス発生を伴う作業に

従事したとき（その従事した時間が１日につき

２時間を超える場合に限る。）に支給する。 

第７条 有毒ガス発生を伴う作業に従事する職員

等の特殊勤務手当は、消費生活センター、環境

科学研究センター、衛生研究所、工業技術セン

ター、農林水産部農業技術環境課、東北農林専

門職大学、農林大学校、農業総合研究センター、

水産研究所、内水面水産研究所、森林研究研修

センター及び総合支庁に勤務する職員等が、有

毒ガス発生を伴う作業に従事したとき（その従

事した時間が１日につき２時間を超える場合に

限る。）に支給する。 

２及び３ －略－ ２及び３ －略－ 

（毒物及び劇物による病害虫防除作業に従事す

る職員等の特殊勤務手当） 

（毒物及び劇物による病害虫防除作業に従事す

る職員等の特殊勤務手当） 

第10条 毒物及び劇物（毒物及び劇物取締法（昭第10条 毒物及び劇物（毒物及び劇物取締法（昭

議第４６号 



 

和25年法律第303号）第２条に定める毒物及び劇

物をいう。以下同じ。）による病害虫防除作業

に従事する職員等の特殊勤務手当は、農林水産

部、農業総合研究センター、農林大学校、病害

虫防除所、森林研究研修センター、総合支庁及

び高等学校に勤務する職員等が作物等の病害虫

防除作業を実施する場合において、直接毒物及

び劇物の調製及び散布の作業に従事したときに

支給する。 

和25年法律第303号）第２条に定める毒物及び劇

物をいう。以下同じ。）による病害虫防除作業

に従事する職員等の特殊勤務手当は、農林水産

部、農業総合研究センター、東北農林専門職大

学、農林大学校、病害虫防除所、森林研究研修

センター、総合支庁及び高等学校に勤務する職

員等が作物等の病害虫防除作業を実施する場合

において、直接毒物及び劇物の調製及び散布の

作業に従事したときに支給する。 

２ －略－ ２ －略－ 

（高所作業に従事する職員の特殊勤務手当） （高所作業に従事する職員等の特殊勤務手当） 

第12条の２ 高所作業に従事する職員の特殊勤務

手当は、総務部管財課、環境エネルギー部水大

気環境課及び循環型社会推進課、環境科学研究

センター、県土整備部、会計局工事検査課、山

形空港事務所、庄内空港事務所、港湾事務所、

農林水産部、農業総合研究センター、農林大学

校、森林研究研修センター、総合支庁、工業技

術センター、職業能力開発専門校並びに産業技

術短期大学校に勤務する職員が地上又は水面上

10メートル以上の足場の不安定な箇所におい

て、測量、調査、監督、保守点検、修理又は職

業訓練等の業務に従事した場合に支給する。 

第12条の２ 高所作業に従事する職員等の特殊勤

務手当は、総務部管財課、環境エネルギー部水

大気環境課及び循環型社会推進課、環境科学研

究センター、県土整備部、会計局工事検査課、

山形空港事務所、庄内空港事務所、港湾事務所、

農林水産部、農業総合研究センター、東北農林

専門職大学、農林大学校、森林研究研修センタ

ー、総合支庁、工業技術センター、職業能力開

発専門校並びに産業技術短期大学校に勤務する

職員等が地上又は水面上10メートル以上の足場

の不安定な箇所において、測量、調査、監督、

保守点検、修理又は職業訓練等の業務に従事し

た場合に支給する。 

２ －略－ ２ －略－ 

（農林大学校に勤務する職員の特殊勤務手当） （東北農林専門職大学及び農林大学校に勤務す

る職員等の特殊勤務手当） 

第12条の３ 農林大学校に勤務する職員の特殊勤

務手当は、農林大学校に勤務する職員のうち入

校者の指導伝習に専ら従事する技術職員（人事

委員会規則で定める技術職員を除く。）に対し

て支給する。 

第12条の３ 東北農林専門職大学及び農林大学校

に勤務する職員等の特殊勤務手当は、東北農林

専門職大学及び農林大学校に勤務する職員等の

うち学生又は入校者の指導伝習に専ら従事する

技術職員（人事委員会規則で定める技術職員を

除く。）に対して支給する。 

２ －略－ ２ －略－ 

３ 前２項に規定するもののほか、農林大学校に

勤務する職員の特殊勤務手当の支給に関し必要

な事項は、人事委員会規則で定める。 

３ 前２項に規定するもののほか、東北農林専門

職大学及び農林大学校に勤務する職員等の特殊

勤務手当の支給に関し必要な事項は、人事委員

会規則で定める。 

 （公共土木施設等災害応急作業に従事する職員

の特殊勤務手当） 

（公共土木施設等災害応急作業に従事する職員

等の特殊勤務手当） 

第13条 公共土木施設等災害応急作業に従事する

職員の特殊勤務手当は、防災くらし安心部防災

危機管理課及び消防救急課、農林水産部、県土

整備部、港湾事務所並びに総合支庁に勤務する

第13条 公共土木施設等災害応急作業に従事する

職員等の特殊勤務手当は、防災くらし安心部防

災危機管理課及び消防救急課、農林水産部、県

土整備部、港湾事務所並びに総合支庁に勤務す



 

職員が、次の各号に掲げる作業に従事したとき

に支給する。 

る職員並びに人事委員会規則で定める職員等

が、次の各号に掲げる作業に従事したときに支

給する。 

 (１)～(３) －略－  (１)～(３) －略－ 

２及び３ －略－ ２及び３ －略－ 

 



山形県知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第243条の２第１項の規定に基づき、知

事若しくは委員会の委員若しくは委員又は職員

（同法第243条の２の２第３項の規定による賠

償の命令の対象となる者を除く。以下「知事等」

という。）の県に対する損害を賠償する責任の

一部を免れさせることに関し必要な事項を定め

るものとする。 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和22年法律

第67号）第243条の２の７第１項の規定に基づ

き、知事若しくは委員会の委員若しくは委員又

は職員（同法第243条の２の８第３項の規定によ

る賠償の命令の対象となる者を除く。以下「知

事等」という。）の県に対する損害を賠償する

責任の一部を免れさせることに関し必要な事項

を定めるものとする。 

 （知事等の損害賠償責任の一部免責）  （知事等の損害賠償責任の一部免責） 

第２条 県は、知事等の県に対する損害を賠償す

る責任を、知事等が職務を行うにつき善意でか

つ重大な過失がないときは、知事等が賠償の責

任を負う額から、次の各号に掲げる知事等の区

分に応じ、当該各号に定める額を控除して得た

額について免れさせるものとする。 

第２条 県は、知事等の県に対する損害を賠償す

る責任を、知事等が職務を行うにつき善意でか

つ重大な過失がないときは、知事等が賠償の責

任を負う額から、次の各号に掲げる知事等の区

分に応じ、当該各号に定める額を控除して得た

額について免れさせるものとする。 

 (１) 地方警務官（警察法（昭和29年法律第162

号）第56条第１項に規定する地方警務官をい

う。以下同じ。）以外の知事等 地方自治法

施行令（昭和22年政令第16号）第173条第１項

第１号に規定する普通地方公共団体の長等の

基準給与年額に、次に掲げる地方警務官以外

の知事等の区分に応じ、それぞれ次に定める

数を乗じて得た額 

イ～ニ 略 

 (１) 地方警務官（警察法（昭和29年法律第162

号）第56条第１項に規定する地方警務官をい

う。以下同じ。）以外の知事等 地方自治法

施行令（昭和22年政令第16号）第173条の４第

１項第１号に規定する普通地方公共団体の長

等の基準給与年額に、次に掲げる地方警務官

以外の知事等の区分に応じ、それぞれ次に定

める数を乗じて得た額 

イ～ニ 略 

(２) 地方警務官 地方自治法施行令第173条

第１項第２号に規定する地方警務官の基準

給与年額に、次に掲げる地方警務官の区分に

応じ、それぞれ次に定める数を乗じて得た額 

イ～ロ 略 

 (２) 地方警務官 地方自治法施行令第173条

の４第１項第２号に規定する地方警務官の基

準給与年額に、次に掲げる地方警務官の区分

に応じ、それぞれ次に定める数を乗じて得た

額 

イ～ロ 略 

 

議第 47号 
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山形県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（市町村が処理する事務の範囲等） （市町村が処理する事務の範囲等） 

第２条 知事の権限に属する事務のうち、次の表

の左欄に掲げる事務（２以上の市町村の区域に

係るものを除く。）は、それぞれ同表の右欄に

掲げる市町村が処理することとする。 

第２条 知事の権限に属する事務のうち、次の表

の左欄に掲げる事務（２以上の市町村の区域に

係るものを除く。）は、それぞれ同表の右欄に

掲げる市町村が処理することとする。 

 事務 市町村   事務 市町村  

 １～10 －略－ －略－   １～10 －略－ －略－  

 11 医療法（昭和23年法律

第205号。以下この項にお

いて「法」という。）、

医療法施行令（昭和23年

政令第326号。以下この項

において「政令」という。）

及び法の施行のための規

則に基づく事務のうち次

に掲げるもの 

山形市   11 医療法（昭和23年法律

第205号。以下この項にお

いて「法」という。）、

医療法施行令（昭和23年

政令第326号。以下この項

において「政令」とい

う。）、医療法施行規則

（昭和23年厚生省令第50

号。以下この項において

「省令」という。）及び

法の施行のための規則に

基づく事務のうち次に掲

げるもの 

山形市  

 (１)～(３) －略－    (１)～(３) －略－   

 (４) 法第６条の３第６

項の規定による報告の

徴収及び是正命令 

   (４) 法第６条の３第８

項の規定による報告の

徴収及び是正命令 

  

 (５) 法第７条第１項の

規定による病院の開設

の許可の申請の受理 

   (５) 法第７条第１項の

規定による病院の開設

の許可の申請の受付 

  

 (６) 法第７条第２項の

規定による病院に係る

病床数等の変更の許可

の申請の受理 

   (６) 法第７条第２項の

規定による病院に係る

病床数等の変更の許可

（病床数又は病床の種

別ごとの病床数の変更

に係るもの及び省令第

50条第１項の規定の適

用を受ける場合に係る

ものに限る。）の申請

の受付 

  

     (７) 法第７条第２項の

規定による病院に係る

病床数等の変更の許可

（前号に規定する変更

の許可を除く。） 

  

議第 49 号 



 (７) 法第７条第３項の

規定による病床設置の

許可又は病床数等の変

更の許可（病床数又は

病床の種別ごとの病床

数の変更に係るものに

限る。）の申請の受理 

   (８) 法第７条第３項の

規定による病床設置の

許可又は病床数等の変

更の許可（病床数又は

病床の種別ごとの病床

数の変更に係るものに

限る。）の申請の受付 

  

 (８)～(11) －略－     (９)～(12) －略－   

     (13) 法第12条第１項た

だし書の規定による病

院の管理の許可 

  

     (14) 法第12条第２項の

規定による他の病院又

は診療所の管理者によ

る病院の管理の許可 

  

 (12) 法第15条第３項の

規定による病院に係る

診療の用に供するエッ

クス線装置の設置等の

届出の受付 

   (15) 法第15条第３項の

規定による病院に係る

診療の用に供するエッ

クス線装置の設置等の

届出の受理 

  

     (16) 法第18条ただし書

の規定による病院に専

属の薬剤師を置かない

ことの許可 

  

 (13) 法第27条の規定に

よる病院の構造設備の

使用の許可の申請の受

理 

   (17) 法第27条の規定に

よる病院の構造設備の

使用の許可 

  

 (14)～(18) －略－     (18)～(22) －略－   

     (23) 省令第９条の15の

２の規定による速やか

に診療を行う体制が確

保されていることの認

定 

  

 12～14 －略－ －略－   12～14 －略－ －略－  

 15 建築基準法（昭和25年

法律第201号。以下この項

において「法」という。）、

建築基準法施行令（昭和

25年政令第338号。以下こ

の項において「政令」と

いう。）、山形県建築基

準条例（昭和36年３月県

条例第15号。以下この項

において「条例」という。）

第１号から第

９号まで及び

第11号から第

17号までに掲

げる事務にあ

っては山形市

以外の市及び

各町村、第10 

号に掲げる事

務にあっては

  15 建築基準法（昭和25年

法律第201号。以下この項

において「法」という。）、

建築基準法施行令（昭和

25年政令第338号。以下こ

の項において「政令」と

いう。）、山形県建築基

準条例（昭和36年３月県

条例第15号。以下この項

において「条例」という。）

第１号から第

９号まで及び

第11号から第

17号までに掲

げる事務にあ

っては山形市

以外の市及び

各町村、第10 

号に掲げる事

務にあっては

 



並びに法及び条例の施行

のための規則に基づく事

務のうち次に掲げるもの 

山形市、米沢

市、鶴岡市、 

酒田市及び天

童市以外の市

並びに各町村、

第18号及び第

19号に掲げる

事務にあって

は各市町村 

（同号に掲げ

る事務のうち

第18号に規定

する認定に係

る事務以外の

事務にあって

は、山形市以 

外の市及び各

町村） 

並びに法及び条例の施行

のための規則に基づく事

務のうち次に掲げるもの 

山形市、米沢

市、鶴岡市、 

酒田市及び天

童市以外の市

並びに各町村、

第18号及び第

19号に掲げる

事務にあって

は各市町村 

（同号に掲げ

る事務のうち

第18号に規定

する認定に係

る事務以外の

事務にあって

は、山形市以 

外の市及び各

町村） 

 (１)～(16) －略－    (１)～(16) －略－   

  (17) 政令第131条の２

第２項及び第３項の規

定による認定に係る知

事に対する申請の受付 

    (17) 政令第131条の２

第２項及び第３項並び

に第137条の12第６項

及び第７項の規定によ

る認定に係る知事に対

する申請の受付 

  

  (18)及び(19) －略－     (18)及び(19) －略－   

 16～50 －略－ －略－   16～50 －略－ －略－  

２ －略－ ２ －略－ 

 



住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年

法律第81号。以下「法」という。）第30条の15

第１項第２号に規定する条例で定める事務に関

する事項、同条第２項第２号に規定する条例で

定める知事以外の県の執行機関及び事務に関す

る事項、同項の規定による都道府県知事保存本

人確認情報の提供に関する事項、法第30条の40

第１項に規定する本人確認情報の保護に関する

審議会に関する事項その他法の施行に関し必要

な事項を定めるものとする。 

第１条 この条例は、住民基本台帳法（昭和42年

法律第81号。以下「法」という。）第30条の15

第１項第２号に規定する条例で定める事務に関

する事項、同条第２項第２号に規定する条例で

定める知事以外の県の執行機関及び事務に関す

る事項、同項の規定による都道府県知事保存本

人確認情報の提供に関する事項、法第30条の40

第１項（法第30条の44の12において読み替えて

準用する場合を含む。以下同じ。）に規定する

都道府県の審議会に関する事項その他法の施行

に関し必要な事項を定めるものとする。 

（審議会） （審議会） 

第５条 法第30条の40第１項に規定する本人確認

情報の保護に関する審議会は、山形県情報公

開・個人情報保護審査会とする。 

第５条 法第30条の40第１項に規定する都道府県

の審議会は、山形県情報公開・個人情報保護審

査会とする。 

（本人確認情報の開示に係る手数料） （本人確認情報等の開示に係る手数料） 

第６条 県は、法第30条の32第２項の規定により

書面の交付による本人確認情報の開示を受ける

者から、交付する書面の枚数１枚につき10円の

手数料を徴収する。 

第６条 県は、法第30条の32第２項（法第30条の

44の12において準用する場合を含む。）の規定

により書面の交付による本人確認情報又は附票

本人確認情報（以下「本人確認情報等」という。）

の開示を受ける者から、交付する書面の枚数１

枚につき10円の手数料を徴収する。 

２ 既に納められた前項の手数料は、還付しない。

ただし、知事は、手数料を納付した者が、その

者の責めに帰すことができない理由により、前

項の本人確認情報の開示を受けることができな

いときその他特別の理由があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することができる。

２ 既に納められた前項の手数料は、還付しない。

ただし、知事は、手数料を納付した者が、その

者の責めに帰すことができない理由により、前

項の本人確認情報等の開示を受けることができ

ないときその他特別の理由があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することができる。

３ －略－ ３ －略－ 

 

議第50号 



 
山形県個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の一部を改正する条例（案）新旧

対照表 

現   行 改 正 案 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１)～(４) －略－  (１)～(４) －略－   

 (５) 特定個人番号利用事務 法第19条第８号 

に規定する特定個人番号利用事務をいう。 

 (６) 利用特定個人情報 法第19条第８号に規

定する利用特定個人情報をいう。 

（個人番号の利用範囲） （個人番号の利用範囲） 

第３条 法第９条第２項に規定する条例で定める

事務は、別表第１の左欄に掲げる県の執行機関

が行う同表の右欄に掲げる事務及び法別表第２

の第２欄に掲げる事務のうち県の執行機関が行

うものとする。 

第３条 法第９条第２項に規定する条例で定める

事務は、別表第１の左欄に掲げる県の執行機関

が行う同表の右欄に掲げる事務及び特定個人番

号利用事務のうち県の執行機関が行うものとす

る。 

２ －略－ ２ －略－ 

３ 県の執行機関は、法別表第２の第２欄に掲げ

る事務のうち当該県の執行機関が行うものを処

理するために必要な限度で、同表の第４欄に掲

げる特定個人情報であって当該県の執行機関が

保有するものを利用することができる。ただし、

法の規定により、情報提供ネットワークシステ

ムを使用して他の個人番号利用事務実施者から

当該特定個人情報の提供を受けることができる

場合は、この限りでない。 

３ 県の執行機関は、特定個人番号利用事務のう

ち当該県の執行機関が行うものを処理するため

に必要な限度で、利用特定個人情報であって当

該県の執行機関が保有するものを利用すること

ができる。ただし、法の規定により、情報提供

ネットワークシステムを使用して他の個人番号

利用事務実施者から当該利用特定個人情報の提

供を受けることができる場合は、この限りでな

い。 

 

議第52号 



食品衛生法施行条例の一部を改正する条例（案）新旧対照表 

現   行 改 正 案 

  （許可証の交付） 

 第２条の２ 知事は、法第55条第１項の規定によ  

 る営業の許可をしたときは、当該許可を受けた

者に対し、規則で定めるところにより、許可証

を交付する。 

 ２ 許可営業者は、許可証の記載事項に変更を生

じたときは、規則で定めるところにより、知事

に申請して、許可証の書換え交付を受けること

ができる。 

 ３ 許可営業者は、許可証を破り、汚し、又は失

ったときは、規則で定めるところにより、知事

に申請して、許可証の再交付を受けることがで

きる。 

（手数料） （手数料） 

第３条 県は、次の各号に掲げる者から、当該各

号に定める額の手数料を徴収する。 

第３条 県は、次の各号に掲げる者から、当該各

号に定める額の手数料を徴収する。 

(１)及び(２) －略－ (１)及び(２) －略－ 

  (３) 前条第２項の規定による許可証の書換え

交付を受けようとする者 2,000円 

  (４) 前条第３項の規定による許可証の再交付

を受けようとする者 2,500円 

   附 則    附 則 

この条例は、平成12年４月１日から施行する。 １ この条例は、平成12年４月１日から施行する。 

 ２ 第２条の２第２項及び第３項並びに第３条第

３号及び第４号の規定は、食品衛生法等の一部

を改正する法律の一部の施行に伴う関係政令の

整備及び経過措置に関する政令（令和元年政令

第123号）附則第２条の規定によりなお従前の例

により営業を行うことができることとされた者

について準用する。この場合において、第２条

の２第２項中「許可証の記載事項」とあるのは、

「法の施行のための規則の規定により交付を受

けた食品衛生法等の一部を改正する法律（平成

30年法律第46号）第２条の規定による改正前の

法第52条第１項の規定による営業の許可に係る

許可証（以下「許可証」という。）の記載事項」

と読み替えるものとする。 
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